





The achievement of school library from point of view of the municipal policy 
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A 30万人以上 14 9 350 7.8
B 10～30万人 25 20 550 10
C ３～10万人 51 38 700 11.4
D １～３万人 2 1 1000 13.8
Ｅ １万人未満 0 ― 1500 14.4









































































































































































小中学生ひとり当たり学校図書館図書費の平均は、    
教育委員会発令率100%の自治体で885円、教育委員



















にまず注目すべきであると考えられる。    
5 考察 
以上の結果より、次の2点が考察される。 
第一に、学校図書館の充実度に大きな自治体格差
があるということである。小中学生一人当たり図書
費は68自治体の中で最高3312.9円最低58.3 円で
あった。58.3円の市は例外として省くとしても、最
低は413円と文庫本1冊も買えない費用で、最高の
自治体と一人当たり図書費8倍の格差があることに
なる。公立図書館の充実と明確な相関はないものの、
公立図書館が充実していない市の学校図書館の充実
度が低い傾向がみられたが、こうなるとどこに行っ
ても本がないという状況が考えられ、自治体によっ
て学習環境に大きな格差があることになる。これは
公教育という面から大きな問題であるといえる。 
次に、学校図書館施策への取り組みについて、予
算化が明確に行われない、司書教諭発令が充て職で
実質的な図書館への人の配置につながっていない、
かといって「学校司書」を配置するかといえばその
取り組みも少ない、と、先の資料の充実の問題に加
えて、「人」や予算の面でも遅れがある、というこ
とである。指導要領にうたわれているように「自ら
学ぶ姿勢」「生きる力」を養うのに、学校図書館は
メディアセンターとして大きな役割を担うはずであ
るが、実態としてはその狙いに沿った取り組みがで
きているとはいえない。早急な対策が必要であろう。 
今回の研究では学校図書館の充実度の指標として
一人当たり図書費を指標としたが、児童生徒の利用
やその他実態に沿った指標も今後考えていく必要が
あるだろう。また、司書教諭については今後の発令
状況などの実態を継続的に調査していくことも必要
と思われる。 
学校図書館の充実度の高い自治体では、公立図書
館との連携も盛んである。社会教育行政と学校教育
行政を縦割りで切るのではなく行政主体自体も連携
しそれを強化していくことが望まれる。 
